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この手引きは、建築物の新築等に伴い雨水流出抑制施設を設置するにあたって、必

要な手続きの流れや提出書類の作成方法等をまとめたものです。事前協議にあたって

は、この手引きとともに「世田谷区雨水流出抑制施設の設置に関する指導要綱」、「世

田谷区雨水流出抑制施設技術指針」をご参照ください。 

 

■雨水流出抑制施設の設置に関する資料は、世田谷区のホームページでご覧いただけ

ます。 

トップページのガイドナビゲーションより 

     住まい･街づくり・環境  ⇒  道路･土地･水道  ⇒  道路･土木  ⇒  

    豪雨対策  ⇒  世田谷区雨水流出抑制施設の設置に関する指導要綱  

  ホームページアドレス 

https://www.city.setagaya.lg.jp/03666/4630.html 

 

■雨水流出抑制施設の設置に関する相談、協議については、下記の担当までお問い合

わせください。 
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世田谷地域
池尻（4丁目33番～39番を除く）・上馬・経堂・
駒沢（1･2丁目）・桜・桜丘・三軒茶屋・下馬・
世田谷・太子堂・弦巻・野沢・三宿・宮坂・若林

北沢地域
赤堤・池尻（4丁目33番～39番のみ）・梅丘・
大原・北沢・豪徳寺・桜上水・代沢・代田・
羽根木・松原

烏山地域
粕谷・上北沢・上祖師谷・北烏山・給田・
八幡山・南烏山

玉川地域

奥沢・尾山台・上野毛・上用賀・駒沢（3～5丁
目）・駒沢公園・桜新町･新町・瀬田・玉川・
玉川台・玉川田園調布・玉堤・等々力・中町・
野毛・東玉川・深沢・用賀

砧地域
宇奈根・大蔵・岡本・鎌田・喜多見・砧・
砧公園・成城・祖師谷・千歳台・船橋

管轄地域 問い合わせ先

工事第一課工務担当
　
　所在地 ： 世田谷区玉川1-20-1
　　　　　　　 二子玉川分庁舎B棟3F
　電　 話 ： 03-6432-7971

工事第二課工務担当
　
　所在地 ： 世田谷区玉川1-20-1
　　　　　　　 二子玉川分庁舎B棟3F
　電　 話 ： 03-6432-7976
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１．事前協議から完了までの流れ 

 雨水流出抑制施設の設置に関する、工事第一課または工事第二課との手続きの流れは、

概ね下図のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※１ ■以下に記載する計画等の場合、工事第一課または工事第二課へ「雨水流出抑制

施設設置計画書」を提出してください。 
      ・世田谷区建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例（以下、「住環境条

例」という。）に該当する計画 
      ・都市計画法に規定する開発行為に該当する計画 
      ・世田谷区雨水流出抑制施設の設置に関する指導要綱の対象となる行為 
       （※敷地面積が 150 ㎡未満の小規模民間施設を除く） 
      ・環境配慮制度の対象事業 

 
 ※２ ■住環境条例の適用となる建築物の場合、協議済書類を「建築計画届出書」に添

付し各総合支所街づくり課へ提出してください。 

    ■都市計画法に規定する開発行為の場合、協議済書類を「開発許可申請書」に添

付し市街地整備課へ提出してください。   

 
 ※３ ■協議済書類の提出後、その内容に変更が生じた場合は、施設の設置前に変更協

議を行ってください。 

 
 ※４ ■しゅん工後、完了書類を工事第一課または工事第二課へ提出してください。 

    ■住環境条例の適用となる建築物の場合、工事第一課または工事第二課で確認済

みの完了書類を「住環境整備完了届出書」に添付し各総合支所街づくり課へ提

出してください。 

    ■都市計画法に規定する開発行為の場合、工事第一課または工事第二課で確認済

みの完了書類を「工事完了届出書」に添付し市街地整備課へ提出してください。 

 

● ※１、４■工事第一課または工事第二課への計画及び完了時の書類は、電子申請で

も受け付けております。世田谷区ホームページより申請フォームにアクセスし、申請

方法をご確認ください。 区 HP🔍  ４６３０  

事
前
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談 
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議
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の
提
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工
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※2 
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応
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図 1-1 手続きの流れ 
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書
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提
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※1 
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２．必要書類 

２．１ 協議に必要な書類 

 協議に必要な書類は下表のとおりです。書類はＡ４版左綴じ（Ａ３版の図面はＡ４版に

折込む）、もしくは電子申請フォームで提出してください。

 

 
 

２．２ 工事完了後に必要な書類 

 工事完了後に必要な書類は下表のとおりです。書類はＡ４版左綴じ（Ａ３版の図面はＡ

４版に折込む）、もしくは電子申請フォームで提出してください。 

 

 

図 2-1 協議に必要な書類 

図 2-2 工事完了後に必要な書類 
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１．必要対策量の算出

m2

m3/ha

m
3

雨水流出抑制施設設置計算書

所在地（住居表示） 世田谷区　　　　　　　　　　　　　丁目　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　

施設名称

敷地面積
　A

600.00

単位対策量
　B

600

必要対策量
　C＝A×B÷10,000

36.0

３．雨水流出抑制施設の設計 

３．１ 基本的な設計の手順 

（１）必要対策量の算出 

  雨水流出抑制施設設置計算書（以下、「計算書」という。）の「１．必要対策量の算出」

により、設計の基準となる必要対策量を算出します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建 物 緑 

地 

道路 

敷地面積600㎡ 
必要対策量36.0m3 

対象施設の敷地面積（開発行為の場合は 

開発区域面積）を記入する。 

 

図3-1 必要対策量の計算例 

計算式により必要対策量を算出し、記入する。 

施設の種別により定められた単位対策量を 

記入する。 

＜例＞大規模民間施設（敷地面積500㎡以上） 

⇒ ６００m3/ha 

   小規模民間施設（敷地面積500㎡未満） 

⇒ ３００m3/ha 
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４．緑地等による対策量の算出

0.050m3/㎡・hr 90 ㎡ 4.50m
3

m3/㎡・hr ㎡ m
3

㎡

4.5 m3 ①

５．浸透施設の設置による対策量の算出

種別

0.885m
3
/個･hr 個 m

3

0.848m
3
/個･hr 個 m

3

1.259m
3
/個･hr 2個 2.518m

3

1.449m
3
/個･hr 個 m

3

1.602m
3
/個･hr 個 m

3

1.820m
3
/個･hr 個 m

3

1.192m
3
/個･hr 個 m

3

0.511m
3
/m･hr 個 m

3

0.250m
3
/個･hr 個 m

3

0.332m
3
/個･hr 個 m

3

0.512m
3
/個･hr 個 m

3

0.618m
3
/個･hr 個 m

3

0.863m
3
/個･hr 個 m

3

0.998m
3
/個･hr 個 m

3

1.710m
3
/個･hr 個 m

3

m
3
/個･hr 個 m

3

0.345m
3
/m･hr m m

3

0.339m
3
/m･hr m m

3

0.549m
3
/m･hr m m

3

0.558m
3
/m･hr m m

3

0.247m
3
/m･hr m m

3

0.284m
3
/m･hr m m

3

0.324m
3
/m･hr m m

3

0.365m
3
/m･hr m m

3

0.499m
3
/m･hr m m

3

0.658m
3
/m･hr m m

3

0.600m
3
/m･hr 15m 9.000m

3

0.392m
3
/m･hr m m

3

0.477m
3
/m･hr m m

3

0.364m
3
/m･hr m m

3

0.020m
3
/m
2
･hr m

2
m
3

m
3

m
3

m
3

m
3

m
3

11.5m3 ②

６．貯留施設の設置による対策量の算出

30m
3 30.0m

3

m
3

m
3

30.0m3 ③合　　計

貯留容量

（m3）
G

1

設置箇所
H

貯留施設の種別

地下貯留

宅内浸透桝（B型）φ350mm

宅内浸透ます(型番PⅤ)φ350mm

宅内浸透ます(型番PⅥ)φ400mm

浸透Ｕ形桝（500用） ポーラスコンクリート

地下透水管(Ⅱ型)(500×700)透水性コンクリート管φ200

宅内浸透ます(型番PⅦ)φ500mm

地下透水管(Ｉ型)(400×400)透水性コンクリート管φ150

地下透水管(Ｉ型)(400×400)硬質有孔塩ビ管φ100

透水舗装

浸透貯留槽

浸透U形溝 浸透Ｕ形溝(300用)

（
参
考

）
東

京
都
技

術
指
針

よ
り

浸透Ｕ形桝（400用） ポーラスコンクリート

浸透Ｕ形桝（400用 特） 有孔コンクリート

浸透Ｕ形桝（500用 特） 有孔コンクリート

浸透桝

宅内浸透桝（B型）φ400mm

浸透トレンチ管(型番TⅤ)φ200mm

芝地・植栽

合計

m3/㎡・hr

宅内浸透ます(型番PⅡ)φ200mm

Ｌ形用浸透桝（φ500）

宅内浸透ます(型番PⅠ)φ150mm

宅内浸透ます(型番PⅢ)φ250mm

L形用浸透桝（改良）有孔塩ビ管VU=φ200

地下透水管(Ⅱ型)(500×700)透水性コンクリート管φ150

設置数量
E

設置対策量
F=D×E

0.030

施設名

宅内浸透ます(型番PⅣ)φ300mm

基準面積

世

田
谷
区
標
準
構
造
図

集
よ
り

m
3

浸透量
A

単位貯留・浸透量
D

設置数量
B

設置対策量
C=A×B

概要対策の種類

または地上部基準緑化面積

概要

世
田
谷
区

標
準
構
造

図
集
よ
り

（
参
考

）
東
京
都

技
術
指
針

よ
り

世
田
谷
区

標
準
構
造

図
集
よ
り

概要

浸透トレンチ管(型番TⅣ)φ150mm

浸透トレンチ管(型番TⅡ)φ100mm

浸透トレンチ管（有孔塩ビ管φ200）

透水性舗装

設置対策量
I＝G×H

浸透Ｕ形溝(240用)

合　　計

浸透
トレンチ管

浸透トレンチ管(型番TⅢ)φ125mm

浸透トレンチ管(型番TⅠ)φ75mm

片側浸透Ｕ形溝（240用）

浸透トレンチ管(型番TⅥ)φ200mm

（２）雨水流出抑制施設の計画 

  地下水位や建物、緑地の配置等を考慮して、浸透施設や貯留施設の配置を計画します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）緑地等による対策量、浸透施設・貯留施設の設置による対策量の算出 

計画した緑地等による対策量や各浸透施設の単位貯留・浸透量、各貯留施設の貯留容

量を算出（計算方法はP.18・19の作成例参照）し、計算書の「４．緑地等による対策量

の算出」、「５．浸透施設の設置による対策量の算出」および「６．貯留施設の設置によ

る対策量の算出」に記入します。各施設の設置数量・箇所を記入し、緑地や、浸透施設、

貯留施設の設置対策量を算出します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建 物 緑 

地 

 

浸透トレンチ管L=15m 

浸透Ｕ形桝 浸透Ｕ形桝 

地
下
貯
留
槽 

道路 

図3-2 浸透施設・貯留施設の配置事例 

浸透施設の設置対策量 

11.5m3 

貯留施設の設置対策量 

30.0m3 
図3-3 設置対策量の計算例 

公設桝 

緑地等による対策量 

4.5m3 
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１．必要対策量の算出

m2

m
3
/ha

m3

4.5 m3 ①

３．施設対策量の算出

11.5 m3 ②

30.0 m
3 ③

41.5 m3 ④

46.0 m
3 ⑤

※必要対策量、設置対策量は小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで算出

貯留施設の設置による対策量

設置対策量
（①＋④）

雨水流出抑制施設設置計算書

所在地（住居表示） 世田谷区　　　　　　　　　　　　　丁目　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　

施設名称

敷地面積
　A

600.00

単位対策量
　B

600

必要対策量
　C＝A×B÷10,000

36.0

緑地等による対策量

２．緑地等による対策量の算出

施設対策量
④＝②＋③

浸透施設の設置による対策量

 
（４）必要対策量と設置対策量との比較 

（３）で算出した緑地等による対策量や浸透施設、貯留施設の設置による対策量を、

計算書の「２．緑地等による対策量の算出」、「３．施設対策量の算出」に記入し、設置

対策量が必要対策量を上回っているかを確認します。下回っている場合は、雨水流出抑

制施設の計画を見直します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要対策量36.0m3 設置対策量46.0m3 

ＯＫ 

図3-4 必要対策量と設置対策量の比較 
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３．２ 設計にあたっての留意事項 

（１）一般 

雨水流出抑制施設の設計にあたっては、以下の事項に留意してください。 

① 敷地内に降った雨水が、雨水流出抑制施設を経由して敷地外へ流出されるように、各
施設の配置を計画する。 

 
 
 
 
② 計画にあたっては、計画敷地が雨水浸透効果の期待できる土地かどうかを、「雨水流
出抑制施設選択図」（世田谷区雨水流出抑制技術指針 P.12）や、地下水位のデータ等

を利用して事前に確認する。地下水位と浸透施設の底面との距離が0.5ｍ以上あれば、

浸透効果が期待できる。 

③ 敷地外への雨水の放流箇所が複数になる場合は、放流箇所毎に流域を設定し、流域毎
に設置対策量が必要対策量を上回るよう設計し、流域毎の計算書と敷地全体の計算書

を作成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 工事完了時に、施工誤差等の原因により、当初計画した設置対策量が確保できず、必
要対策量を下回ることがないように、設置対策量に余裕がある計画とする。 
 

 

 

屋根 雨樋 浸透桝 浸透トレンチ 浸透桝 貯留槽

雨水桝敷地外地表

Ｂ流域 

 

 

道路 

道路 

建 物 

公設桝 

公設桝 

Ａ流域 

Ｂ流域 

Ａ流域 

敷地全体 

計算書 

図 3-6 流域毎の設計 

貯留槽 

貯留槽 

図 3-5 施設の配置計画（例） 
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⑤ 敷地外の道路への出入り部には、敷地内に降った雨水が道路へ直接流出しないよう、
敷地境界にグレーチング蓋の側溝等を設置し、浸透施設や貯留施設に取り込むよう計

画する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）浸透施設 

浸透施設の設計にあたっては、以下の事項に留意してください（世田谷区雨水流出抑

制施設技術指針 P.48 に記載されている事項）。 

① 浸透施設相互の間隔が近すぎると、浸透流の相互干渉により浸透量が低下するため、
1.5ｍ以上離して設置する。 
※浸透桝に浸透トレンチが接続している場合 
  浸透流の相互干渉の観点から、浸透桝の浸透トレンチ接続面については浸透量を 
控除し、接続面以外の面からの浸透量を計算する。浸透トレンチの浸透量は控除し 
ない。 
浸透桝の底面及び４側面から浸透する場合の浸透量を Q、静水圧を P、浸透桝の 

底面及び１側面から浸透する場合の浸透量を Q１、静水圧を P1とすると、 
P=H×W2+2H２×W 
P1=H×W2+0.5H２×W 
Q1=P1/P×Q 

浸透桝の底面及び２側面から浸透する場合の浸透量を Q2、静水圧を P2とすると、 
P2=H×W2+H２×W 
Q2=P2/P×Q 

浸透桝の底面及び３側面から浸透する場合の浸透量を Q3、静水圧を P3とすると、 
P3=H×W2+1.5H２×W 
Q3=P3/P×Q 

となる。 
 

② 盛土地形の場合には、浸透施設は現地盤高以下に設置する。 

 

 

道路 

敷地 

貯留施設へ 

グレーチング蓋の側溝 

緑地 緑地 

出入り部 

雨水 

図 3-7 道路出入り部の流出防止（例） 
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③ 建物等への影響を考慮し、浸透施設は建物基礎から 30cm 以上、あるいは浸透施設の
掘削深さに相当する距離を離して設置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 雨水浸透により、現状の法面や擁壁の安全性が損なわれるような傾斜地近傍箇所には、
浸透施設の設置を禁止する。斜面高Ｈが２ｍ以上かつ斜面角度θが３０°以上の場合

の設置禁止範囲を図 3-9 に示す。なお、斜面高が２ｍ以下の場合は、のり肩部から 
１ｍ以上離して設置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-8 浸透施設と構造物の離隔 

図 3-9 浸透施設設置禁止範囲 

雨水浸透施設の 

底面から地表面まで 

の高さ 

雨水浸透施設の 

底面から地表面まで 

の高さ 
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（３）貯留施設 

   貯留施設の設計にあたっては、以下の事項に留意してください。 

① 貯留施設の排水に用いるオリフィスの断面やポンプの諸元は、許容放流量を元に決
定する。許容放流量は、対策量に応じたオリフィス放流量に敷地面積を乗じて算出

した放流量と、放流先（河川・下水道）の流下能力を比較し、小さい方の値とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② オリフィスの流入部には、閉塞を防ぐための土砂溜と、落葉・ゴミなどの流入防止
のためのスクリーンを設ける。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 放流量（＝オリフィス放流量×敷地面積）  

図 3-10 オリフィス断面・ポンプ諸元の決定の流れ 

オリフィス断面の決定 

 または  

ポンプ諸元の決定 

対策量
オリフィス放流量
（計画規模50mm/hr）

1000m3/ha 0.012m3/s/ha

600m3/ha 0.026m3/s/ha

500m3/ha 0.033m3/s/ha

300m3/ha 0.058m3/s/ha

放流管 

土砂溜

オリフィス 

スクリーン 

図 3-11 オリフィスの設置例 

 放流先（河川・下水道）の流下能力  

比較 許容放流量 
小さい方の値 

貯留槽 
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③ 貯留施設の放流量をポンプにより制御する場合、ポンプは２台設置し、平常時は交 
互運転、非常水位を超えた時は２台同時運転させることを基本とする。水位が非常

水位から計画貯水位に下がった際には、同時運転から交互運転に切替わるよう設定

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ ポンプの選定にあたっては、許容放流量から設定した吐出量と、計算により求めた
全揚程をポンプ性能曲線（全揚程と吐出量の関係を示した曲線）に当てはめ、その

交点からポンプを選定する。また、実際の吐出量が許容放流量を超過しないよう対

策を講じる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貯留槽 

 

オーバーフロー管 
非常水位（２台同時運転開始） 

交互運転開始水位 

運転停止水位 

ポンプ 

図 3-12 ポンプの設置例 

吐出量（m3/min） 

全
揚
程(
ｍ) 

7.0 

0.15  

ポンプ性能曲線 

Ｂ 

Ａ 

Ｃ 

Ｄ 

全揚程 7.0ｍ、吐出量 0.15m3/min なので、 

Ｃのポンプを選定。 

図 3-13 ポンプの選定例 

交互運転再開水位 計画貯水位 
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４．施工 

４．１ 施工時の注意点 

 施工にあたっては、以下の点に注意してください。 

（１）浸透トレンチの有孔塩ビ管を設置する際は、懸濁
けんだく

物質が砕石中へ流入するのを防止

するため、管底部には透水孔を設けないよう注意する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２ 工事記録写真の撮影 

（１）撮影基準 

写真の撮影基準は下表を標準とします。 

 
 
 

管底部に透水孔を設けないこと 

図 4-1 浸透トレンチ（有孔塩ビ管）の設置例 

図 4-2 工事記録写真撮影基準 
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（２）撮影時の留意事項 

  写真の撮影にあたっては、以下の点に留意してください。 

① 完成時に不可視となる出来形部分（浸透トレンチの基礎など）については、出来形寸
法が確認できるよう、特に注意して撮影すること。 

② 下記の項目を記載した黒板等を被写体とともに写し込むこと。 
工事件名、工種、測点（位置）、設計寸法、実測寸法、略図 

③ 撮影は、その点だけに集中せず、撮影地点が施工区間の中のどのような箇所であるか
分かるように、できるだけ背景を入れて撮影すること。リボンテープやスタッフ等の

目盛が判読できない場合は、拡大写真も撮影すること。 

④ 施工状況については、管きょや側溝などの構築物の通りが確認できるように撮影する
こと。 

 
（３）撮影例 

① 浸透トレンチの出来形写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

t 

砂 

砕石 

工事件名
工種
測点
床付　出来形

設計値 実測値
H Ｈ＝ ○○ ○○

Ｗ＝ ○○ ○○

          w

○○計画
浸透トレンチ
No.1

工事件名
工種
測点
しゃ断層用砂基礎　出来形

設計値 実測値
H Ｈ＝ ○○ ○○

t＝ ○○ ○○
 t Ｗ＝ ○○ ○○
          w

○○計画
浸透トレンチ
No.1

工事件名
工種
測点
単粒度砕石基礎（管下）　出来形

設計値 実測値
H Ｈ＝ ○○ ○○

t＝ ○○ ○○
 t Ｗ＝ ○○ ○○
          w

○○計画
浸透トレンチ
No.1

工事件名
工種
測点
単粒度砕石基礎　出来形

 H 設計値 実測値
Ｈ＝ ○○ ○○

 t t＝ ○○ ○○
Ｗ＝ ○○ ○○

          w

No.1

○○計画
浸透トレンチ

スタッフ 

リボンテープ 

砕石 

図 4-3 浸透トレンチの撮影例 

１ 床付 

２ しゃ断層用砂基礎 

３ 単粒度砕石基礎（管下） 

４ 単粒度砕石基礎 
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② プラスチック製貯留浸透施設（大型）の出来形写真 

   全景写真とともに、リボンテープやスタッフ等の目盛が判読できるように拡大写真

も撮影する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スタッフ 

リボンテープ 

リボンテープ 

貯留浸透施設製品 

図 4-4 プラスチック製貯留浸透施設（大型）の撮影例 

工事件名
工種
測点
製品据付　出来形
全景

設計値 実測値
     L w＝ ○○ ○○

Ｌ＝ ○○ ○○
H Ｈ＝ ○○ ○○
          w

○○計画
プラスチック製貯留浸透施設
貯留浸透施設Ａ

工事件名
工種
測点
製品据付　出来形
Ｌ方向

設計値 実測値
   L Ｌ＝ ○○ ○○

貯留浸透施設Ａ

○○計画
プラスチック製貯留浸透施設

貯留浸透施設製品 

全景 

拡大 
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５．完了検査 

５．１ 検査の方法 

 工事完了後、計画どおり施設が設置されているかどうか、現地で確認検査を実施します。

各施設の検査方法は、概ね下記のとおりです。 

（１）浸透施設 

① 浸透桝や浸透トレンチ等の内部を排水管点検用ミラー等で確認する。 
② 浸透トレンチ等の延長を測定する。 
③ オーバーフロー管の高さを測定する。 

（２）貯留施設 

① 貯留槽の内寸、流入管やオーバーフロー管の高さを測定する。 
② オリフィスの形状を確認する。 
③ ポンプの製品型番、フロートスイッチの位置を確認する。 
④ ポンプの吐出量を測定し、許容放流量を超過していないことを確認する。 

（３）その他 

① 敷地全体の雨水排水経路を確認する。 
② 敷地内最終桝と敷地外への放流箇所（公設桝、Ｕ形溝等）を確認する。 

 
５．２ 検査にあたって 

 検査にあたっては、検査を円滑に実施できるように、下記の事項に留意してください。 

（１）用意する書類・道具 

しゅん工図（完成後の実測値を記入したもの）、巻尺、排水管点検用ミラー 
桝・点検口の開閉器具、懐中電灯 

（２）人員体制 

  桝蓋等の開閉作業や、施設延長等の測定作業を円滑に行うため、２～３名の体制で検

査に立会うとともに、各施設の整備状況を正確に把握した担当者の立会いをお願いしま

す。 

（３）事前準備 

① 桝やトレンチの内部に堆積している土砂は清掃しておく。 
② トレンチの管口フィルターは取り外しておく。 
③ 貯留槽に溜まった水は排水しておく。ただし、ポンプ吐出量の測定のために、釜場に
は水を貯めておく。 

 
５．３ 検査後の是正 

 検査によって、しゅん工図の誤りや施設の不備、ポンプ吐出量が許容放流量を超過して

いることが明らかになった場合は、是正をお願いします。設置対策量が必要対策量を下回

っている場合は、追加措置を実施する必要があります。 
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６．必要書類の作成例と作成のポイント 

（１）雨水流出抑制施設設置計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の名称を記入する。 
未定の場合は仮称等を記入する。 

 

 

 

敷地面積（開発行為の 
場合は開発区域面積）
を記入する。 

 

 

 

計算式（Ａ×Ｂ÷
１0,000）により
算出した対策量
を記入する。 
小数第２位を切
捨て、小数第１位
までを記入する。 
（自動計算）  

緑地等による対
策量、浸透施設・
貯留施設の設置
対策量の合計値 
（次ページの
①・②・③の数値）
を記入する。  
小数第 2位を切
捨て、小数第１位
までを記入する。 
（自動計算） 

対象施設の住居表示を記入する。 

 

施設の種別により定められた
単位対策量を記入する。 

＜例＞大規模民間施設 
（敷地面積 500 ㎡以上） 

⇒６００m3/ha 
   小規模民間施設 
（敷地面積 500 ㎡未満） 

⇒３００m3/ha 

緑地等による対策量と施設対策量の合計値
を記入する。小数第２位を切捨て、小数第１
位までを記入する。（自動計算） 
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任意の構造の施設を設置する場合は、空欄の行に記入する。 

  

※ 工事完了後に提出する際は、設置した施設の延長や個数を実測し、
その数値を記入してください。 

設置する施設の数量を記入する。 
計算式（Ｄ×Ｅ）により算出した 
設置対策量を記入する。（自動計算） 

規格外のますを設置する場合は、空欄に寸法を記入する。 

 

計算式（Ａ×Ｂ）により算出した 
設置対策量を記入する。（自動計算） 

設置する施設の数量を記入する。 
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貯留容量、設置箇所数を記入し、計算式（Ｇ×Ｈ）に
より算出した設置対策量を記入する。（自動計算） 

貯留施設の設置対策量の合計値を記入する。 
（自動計算） 

浸透施設の設置対策量の合計値を記入する。（自動計算） 

 

※ 工事完了後に提出する際は、設置した施設の延長や個数を実測し、
その数値を記入してください。 

 

浸透桝に浸透トレンチが接続されている場合、浸透量の重複分を控除す
る。その際、接続パターンに合わせて桝の寸法を入力する。 

 

桝の浸透量の控除後の値が自動計算される。 
※トレンチの浸透量は控除しない。 
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世田谷区長　　　あて

０３－５４３２－○○○○

（担当者）

雨水流出抑制施設を下記のとおり設置します。

９０．７m3

添　付　図　書
①案内図　　　②計算書　　　③排水施設計画図　　　④構造図
⑤求積図　　　⑥その他必要と認める図書類

浸透トレンチ
型番TⅥ
φ200mm

２５m ０．４８９m3/m・hr １２．４７５m3

透水性舗装 アスコンt=20cm １６５㎡ ０．０２０m3/㎡・hr ３．３m3

地下貯留 １箇所 －

２．８１７m3

６．００m3０．０５０m3/㎡・hr１２０㎡芝地・植栽

種　　　　別

雨水浸透ます
有孔塩ビ管
φ300mm

３個 ０．９３９m3/個・hr

緑地等

工　事　期　間 　　　平成３０年　５月　１日～平成３０年　１０月　３０日

敷　地　面　積 １，２００．００㎡　　

必 要 対 策 量

設 置 対 策 量

７２．０　m3

１１５．２　m3

対策の内訳

名　　　　　　称 形　状　寸　法 数　　　　　　量 単位貯留・浸透量 対　　　策　　　量

施　設　名　称

設　置　場　所

（仮称）三軒茶屋一丁目計画

世田谷区　　　　　　三軒茶屋一丁目　　　　　　○○番　　　　　　　　（住居表示）

記

１．公共施設　２．教育施設　３．公園　４．道路　５．鉄道又は高速道路施設
６．大規模民間施設　７．小規模民間施設　８．私道

 （法人にあっては、主たる事務所の所在地、
名称及び代表者の氏名）

代理者 住　所

氏　名

世田谷区豪徳寺○－○－○

○○設計　株式会社

○○　○○

０３－３４２４－○○○○

電　話

電　話

（雨水流出抑制施設設置完了報告書）

第１号様式（第８条関係）
（第２号様式（第10条関係）） 平成３０年　　４月　１日

株式会社　○○不動産

住　所事業者 世田谷区世田谷○－○－○

氏　名
代表取締役　○○○○

雨水流出抑制施設設置計画書

印

（２）雨水流出抑制施設設置計画書（第１号様式）・完了報告書（第２号様式） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の名称を記入する。 
未定の場合は、仮称等を記入する。 

計画書（第１号様式）の場合、工事
の予定期間を記入する。 
完了報告書（第２号様式）の場合、
実際の工事期間を記入する。 

該当する種別を○で囲む。 

＜参考＞ 
大規模民間施設：敷地面積 500 ㎡以上 
小規模民間施設：敷地面積 500 ㎡未満 

「雨水流出抑制施設設置計算書」と 
同じ内容を記入する。 

 

 

 

 

事業者から委任されて区と協議を行う者の
社名や氏名等を記入する。 



（３）排水施設計画平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 名称

排水管

浸透トレンチ管

雨水桝

雨水浸透桝

縦樋

汚水桝

トラップ桝

Ｕ形側溝

公共汚水桝

公共下水道

下 下水道人孔

凡例

建 物 

 排水施設計画平面図 S=1:400  

区道 
下 

緑地 

緑 

地 

駐車スペース 
（透水性舗装A=165.0㎡） 

公共下水道（合流管 HPφ300） 

1
6
.
0
m
 

9.0m 

区
道
 

既設公共汚水桝に接続 

浸透施設の数量の集計表を作成する。 

各種施設の凡例を作成する。 

敷地外への放流先を記入する。 

管の流水方向を記入する。 

浸透施設の数量を記入する。 
浸透トレンチの延長は、浸透桝
側面の砕石部を含めないこと。 

建物の縦樋を記入する。 

地下貯留槽の流入管、流出管を記入する。 

通路 

PU 

OVF 

地
下
貯
留
槽 

 1
9 

浸透施設　数量集計表

工種 計算式 数量

雨水浸透桝（有孔塩ビ管φ300mm） 3箇所

浸透トレンチ管（型番TⅤφ200mm） 16.0+9.0 25.0ｍ

透水性舗装（アスコン t＝20cm） 165.0㎡
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（４）浸透施設構造図（単位貯留･浸透量計算書） 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 雨水浸透桝の単位貯留･浸透量の算出 

① 単位浸透量 
設計水頭Ｈ＝0.63ｍ、施設幅ｗ＝0.80ｍ 
世田谷区雨水流出抑制施設技術指針 P.21 より 
比浸透量Ｋ＝ａＨ2＋ｂＨ＋c＝1.081×0.63 2＋7.089×0.63＋2.003 

＝6.898（㎡） 
  ａ＝0.120ｗ＋0.985＝1.081 、ｂ＝7.837ｗ＋0.82＝7.089  
ｃ＝2.858ｗ－0.283＝2.003 

     単位浸透量Ｑｆ＝影響係数Ｃ×比浸透量Ｋ×飽和透水係数ｆ 
            ＝0.81×6.898×0.14 
            ＝0.782（ｍ3/個･hr） 
 

② 空隙貯留量 
空隙貯留量＝塩ビ管の体積Ｖ1＋砕石の体積Ｖ2×砕石空隙率 
     ＝0.035＋0.349×0.35 
     ＝0.157（ｍ3/個） 
  塩ビ管の体積Ｖ1＝π×Ｄ2／4×ｈ  

＝π×0.30 2／4×0.50 
＝0.035（ｍ3/個） 

       （ここで、塩ビ管内径Ｄ＝0.30ｍ、浸透部の塩ビ管高さ h＝0.50ｍ） 

       砕石の体積Ｖ2＝0.80×0.80×0.60－Ｖ1 
              ＝0.384－0.035 
              ＝0.349（ｍ3/個） 
       砕石空隙率：35％ 
 

③ 単位貯留･浸透量 
単位貯留･浸透量＝単位浸透量＋空隙貯留量 
        ＝0.782＋0.157 
        ＝0.939（ｍ3/個･hr） 

使用する材料の種類や形状
寸法を明確に記載する。 

□800 

単粒度砕石(S-30) 

しゃ断層用砂 

3
0 

1
0
0 

φ300 

透水シート 

硬質塩ビ管(有孔 VUφ300) 

オーバーフロー管 

5
0
0 

6
0
0 

5
0 

 雨水浸透桝 S=1:50  

オーバーフロー管を記載する。オーバーフロー管が 
浸透施設よりも高い位置に敷設されていることを示す。 

浸透施設の単位貯留･浸透量の計算式を 
記載する。ただし、「世田谷区標準構造
図集」や「東京都雨水貯留･浸透施設技
術指針」に掲載されている構造を採用 
する場合は省略することができる。 
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（５）オリフィス断面計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

■許容放流量の算出 

放流量Ｑ1＝オリフィス放流量ｑ×敷地面積Ａ 

     ＝0.026 (m3/s/ha)×0.4(ha) 

     ＝0.0104 m3/s 

世田谷区雨水流出抑制技術指針 P.62 表 4.10 より、 

単位対策量 600m3/ha なので、オリフィス放流量ｑ＝0.026 m3/s/ha 

 

放流先の流下能力Ｑ2＝1／360×流出係数Ｃ×降雨強度Ｉ×敷地面積Ａ 

         ＝1／360×0.5×111(mm/hr)×0.4(ha) 

         ＝0.0616 m3/s 

   放流先の下水道は 50mm/hr 対応なので 

降雨強度Ｉ＝5000/(40+t)＝5000/(40+5)＝111 （流達時間 t＝5分） 

流出係数Ｃ＝0.5 

 

Ｑ1＜Ｑ2なので、許容放流量Ｑ＝Ｑ1＝0.0104 m3/s 

放流管 

貯留槽 

h
＝
2
,5
00
 

計画貯水位 

■オリフィス断面の計算 

世田谷区雨水流出抑制技術指針 P.6３の流量公式（放流口が円形の場合） 

 Ｑ＝ｃ×Ａ×(2g(Ｈ－d/2))1/2 より、 

Ａ＝Ｑ／（ｃ×(2g(Ｈ－d/2))1/2) 

 ＝Ｑ／（ｃ×(2gh)1/2) 

 ＝0.0104／（0.6×(2×9.8×2.5) 1/2） 

 ＝0.00247 ㎡ 

Ｑ：放流量(m3/s) ｃ：流量係数(＝0.6)  g：重力加速度(＝9.8m/s2) 

Ａ：オリフィス断面積(㎡)  Ｈ：オリフィス下部までの水深(ｍ) 

ｄ：オリフィス直径(ｍ)  h：オリフィス中心までの水深(ｍ) 

  

 Ａ＝πd2/4 なので、 

 

 d＝（4Ａ／π）1/2 

  ＝（4×0.00247／π）1/2 

  ＝0.056≒0.05 

 

∴ オリフィス直径 d＝0.05ｍとする。 

 

オリフィス 

d
 

技術指針 P.6３の流量公式から 
オリフィスの断面積を計算する。 
オリフィス断面が矩形の場合、 
断面積Ａ＝Ｂ×Ｄ となる。 
Ｂ：オリフィス幅 
Ｄ：オリフィス高さ 

 

対策量に応じたオリフィス放流量に 
敷地面積を乗じて、放流量を算出する。 

放流量と放流先（河川・下水道）の
流下能力を比較し、小さい方の値を
許容放流量とする。 

Ｈ
 



（６）雨水貯留槽平面・断面詳細図（排水量をポンプで制御する場合） 
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オーバーフロー管φ150 

釜場 

点検口 

① 

② 

③ 

2,450 

3
,6
5
0 

3
,6
5
0 

5,050 

Ａ Ａ′ 

オーバーフロー管 

 雨水貯留槽平面図 S=1:150  
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0
0
 

3
,
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0
0
 

交互運転開始水位 

運転停止水位 

2
0
0
 

4
0
0
 

2
0
0
 

２台同時運転開始水位 

2
,
5
0
0
 ポンプアップ管φ50  

 3
,
0
0
0
 

□1,000 

区画 計算式

貯留槽面積 ① 5.050×3.650 18.43 ㎡

② 2.450×3.650 8.94 ㎡

③ 2.450×3.650 8.94 ㎡

計 36.31 ㎡

貯留高 ①～③ 2.5 m

貯留容量 36.31×2.5 90.77 m3

数量

貯留容量　計算表

2
2 

 
□1,000×800 

計画貯水位（交互運転再開水位） 

流入管φ150 

 雨水貯留槽断面図 S=1:100  

(Ａ－Ａ´断面) 

貯留容量の計算表を作成する。 

貯留容量を計算するため、貯留槽の内寸を記入する。 

ポンプ、釜場、点検口、流入管、流出管などを記入する。 
オリフィスを採用する場合は、オリフィスを記入する。 

■貯留容量を計算するため、貯留高を記入する。 
■釜場の寸法、ポンプの運転･停止水位、オーバーフロー管の 
高さ等を記入する。 

■オリフィスを採用する場合は、オリフィスの形状寸法や高さ、
土砂溜りの寸法等を記入する。 
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（７）ポンプ吐出量・全揚程計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポンプ吐出量の算出 

放流量Ｑ1＝オリフィス放流量ｑ×敷地面積Ａ 

    ＝0.026 (m3/s/ha)×0.12(ha) 

    ＝0.00312 m3/s＝0.187 m3/min 

世田谷区雨水流出抑制技術指針 P.62 表 4.10 より、 

単位対策量 600m3/ha なので、オリフィス放流量ｑ＝0.026 m3/s/ha 

 

放流先の流下能力Ｑ2＝1／360×流出係数Ｃ×降雨強度Ｉ×敷地面積Ａ 

         ＝1／360×0.5×111(mm/hr)×0.12(ha) 

         ＝0.0185 m3/s＝1.11 m3/min 

  放流先の下水道は 50mm/hr 対応なので 

東京都下水道局 降雨強度式Ｉ＝5000/(40+t)＝5000/(40+5)＝111 （流達時間 t＝5 分） 

流出係数Ｃ＝0.5 

 

Ｑ1＜Ｑ2なので、許容放流量Ｑ＝Ｑ1＝0.187 m3/min 

 

∴ポンプ吐出量（1台当り）＝0.180 m3/min とする。 

■全揚程の算出 

（１）直管・曲管・弁等の損失水頭ＨＬ1 
    下記のアイソメ図および計算表より、ＨＬ1＝0.94ｍ 
 

P 
P 

1
,5
0
0 

φ
50
 

φ
50
 2
,5
0
0 

φ
50
 

放流量と放流先（河川・下水道）の
流下能力を比較し、小さい方の値を
許容放流量とする。 

損失水頭を計算するため、アイソメ図を 
作成する。 

直管や曲管、弁等の損失水頭を計算する。曲管
や弁等の損失水頭は、下表のように直管換算長に 
よって計算してもよい。 
動水勾配は、ウエストンやヘーゼン・ウイリア

ムス公式、または公式の流量図（流量と動水勾配
の関係を表した図）によって求める。 

ポンプ吐出量を許容放流量以下に設定する。 

対策量に応じたオリフィス放流量に 
敷地面積を乗じて、放流量を算出する。 

直管・曲管・弁等の損失水頭HL1の計算表

区間 流量 直管実長L1 種類
1個当りの
換算長 数量 換算長L2

総管長L
（=L1+L2） 動水勾配 I

損失水頭HL1
（＝L×I÷1,000）

（m3/min） （m） （m） （個） （m） （m） （‰） （m）

9.5

(=2.5+1.5+1.5+4.0)

90°エルボ 1.2 2 2.4

チーズ直流 1.5 1 1.5

仕切弁 0.39 1 0.39

逆止弁 4.0 1 4.0

動水勾配　Ｉ＝Ｈ／Ｌ

　＝（0.0126+（0.01739-0.1087d ）/V1/2 ）×（1/d ）×（V2/2g）

　＝（0.0126+（0.01739-0.1087×0.05 ）/1.5271/2 ）×（1/0.05 ）×（1.5272/(2×9.8)）
　＝0.0529＝52.9‰

Ｈ：摩擦損失水頭(m)　　ウエストン公式より Ｈ＝（0.0126+（0.01739-0.1087d ）/V1/2 ）×（L/d ）×（V2/2g）

V：管内平均流速(m/s)　　Ｖ＝流量Ｑ(m3/s)／断面積Ａ(m2)＝Ｑ×4／(πd2)＝0.003×4／(π×0.052)＝1.527

Ｌ：管長(m)、　d：管の内径(m)、　　g：重力加速度=9.8m/s2

0.94

配管要素の直管換算長

口径50mm 0.180 17.79 52.9
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（８）ポンプ選定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポンプ選定図 

 全揚程Ｈ＝5.05ｍ、吐出量Ｑ＝0.180m3/min なので、ポンプ性能曲線より、 

Ｃのポンプを選定する。 

ポンプの性能曲線（全揚程と吐出量の関係を示した曲線）に、算出した全揚程と吐出量を 
当てはめ、その交点からポンプを選定する。 

（２）放流口損失水頭ＨＬ2 
ＨＬ2＝f×Ⅴ2／2g＝1.0×1.5272／(2×9.8)＝0.11ｍ 

 f：損失係数＝1.0 、Ⅴ：平均流速(m/s)、g：重力加速度(m/s2) 

 
（１）・（２）より、 
全揚程Ｈ＝実揚程Ｈａ＋直管・曲管・弁等の損失水頭ＨＬ1＋放流口損失水頭ＨＬ2 

     ＝4.0＋0.94＋0.11 

     ＝5.05ｍ 
 実揚程と各損失水頭を足し合わせ、全揚程

を求める。 
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（９）その他の書類の作成のポイント 

 
① 敷地面積求積図 

   面積の計算方法は座標法または三斜法とし、根拠となる図面と集計表を記載する。

流域が分かれる場合は、流域毎の面積を計算する。 

 
② 透水性舗装面積求積図、緑地等面積求積図 

面積の計算方法は、三斜法または平均面積法（両辺長の平均にその間の距離を乗じ

て求める方法）とし、根拠となる図面と集計表を記載する。 

 
③ ポンプ仕様図 

設置するポンプの構造図や要目表を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


